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要 約

現在、日本では、教育・保育に関する各施設では、ソーシャル・インクルージョンの教育や保育が

推進されており、各保育所・幼稚園で、障害のある子どもや要配慮の子どもを受け入れることが求め

られている。しかしながら、保育現場では対応に苦慮しているという声をよく聞く。そこで、幼稚園

や保育所における「障害児保育」「特別な配慮」や「相談体制」の実態を明らかにすることを目的と

して、私立保育所・私立幼稚園の保育者398名を対象に調査を行った。

その結果、①保育所の方が幼稚園よりも、障害児を受け入れている割合が高いこと、②「障害のあ

る子ども」「配慮が必要な子ども」とも、保育所の方が多く在籍していること、③保育所・幼稚園と

も「配慮が必要な子ども」への対応に苦慮していること、④保育所の方が幼稚園よりも、専門職・専

門機関等との連携体制を確立している割合が多いこと等、様々な課題が明らかとなった。
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Ⅰ はじめに

�．分離教育・保育から包摂教育・保育へ

わが国では、長期間にわたり、障害児と健常児を

別々の教育施設や保育施設に通園・通学させるとい

う「セパレーション（Separation：隔離教育・保育）」

が 推 進 さ れ、そ の 後 イ ン テ グ レ ー シ ョ ン

（Integration：統合教育・保育）に移行していった。

インテグレーションは「同じ敷地内や建物内に健常

児やと障害児を通えるようにする」「健常児やと障

害児が一部だけの交流を持つ形」というÊ単なる場

所 の 統 合Ìで あ り、セ グ リ ゲ ー シ ョ ン

（segregation：分離教育・保育）であった。近年、

健常児やと障害児の区別なく教育や保育の内容や時

間を共有するという「ソーシャル・インクルージョ

ン（Inclusion：包摂教育・保育）」の理念が浸透し

てきた。

平成12（2000）年12月にまとめられた「社会的な

援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関す

る検討会報告書」では、「全ての人々を孤独や孤立、

排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現

につなげるよう、社会の構成員として包み支え合う

（ソーシャル・インクルージョン）ための社会福祉

を模索する必要性」が提言されている1)。

近年、教育や保育の現場で浸透しつつあるソー

シャル・インクルージョンは、「本来的に、すべて

の子どもは特別な教育的ニーズを有するのであるか

ら、さまざまな状態の子どもたちが学習集団に存在

していることを前提としながら、学習計画や教育体

制を最初から組み立て直そう」、「すべての子どもた

ちを包み込んでいこう」とする理念であり、特別支

援教育へとつながっている2)。

インクルーシブ教育システムの構築という障害者

権利条約の理念を踏まえた特別支援教育の在り方に

ついて検討を行うため、文部科学省・中央教育審議

会の「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」

において審議が行われ、平成24（2012）年�月には、

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム構築のための特別支援教育の推進（初等中等教

育分科会報告）」が取りまとめられた。報告におい
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ては、①共生社会の形成に向けたインクルーシブ教

育システムの構築、②就学相談・就学先決定の在り

方、③合理的配慮の充実とその基盤となる教育環境

整備、④多様な学びの場の整備と学校間連携等の推

進、⑤教職員の専門性向上 等が提言された3)。

特に、報告書の中では、「これまで必ずしも十分

に社会参加できるような環境になかった障害者等

が、積極的に参加・貢献していくことができる社会

である。それは、誰もが相互に人格と個性を尊重し

支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える

全員参加型の社会である。」と、「共生社会」につい

て定義・説明され、このような共生社会を目指すこ

とが、我が国において最も積極的に取り組むべき重

要な課題であるとされている4)。

また、上記の提言以降、特に文部科学省の各種教

育事業と厚生労働省の障害児関連施策・事業や就労

施策等と連携して、保育所や児童発達支援センター

等の保育施設、幼稚園、小・中学校、高等学校、特

別支援学校等の全ての学校において、発達障害を含

む障害のある幼児・児童・生徒への支援体制の整備

を推進している。さらに、また、平成26（2014）年

�月に我が国は障害者権利条約を批准したところで

あり、インクルーシブ教育システムの構築に向けた

特別支援教育や包摂教育・包摂保育が本格的に推進

され始めている。

�．我が国の障害児への教育・保育の現状について

文部科学省では、特別支援教育推進事業として、

「校（園）内委員会」「実態把握」「コーディネーター

設置」「個別指導計画の作成」「個別教育支援計画の

作成」「巡回相談」「専門家チームの設置」「研修の

実施」等の整備・実施等により、特別支援教育の体

制整備を推進している。

しかし、文部科学省（2016）が実施した「平成27

年度特別支援教育に関する調査」によると、幼稚園

における特別支援教育推進事業における各項目の整

備・実施状況は、設置主体により大きな差がある。

公立や国立の幼稚園は、私立の幼稚園に比して、各

項目とも実施している割合が高い。しかし、私立幼

稚園では各項目とも実施率が非常に低い。これは、

私立幼稚園における障害児を受け入れが進んでいな

いという状況を反映した結果でもある（図�）。

また、全国社会福祉協議会・全国保育協議会

（2012）が実施した「全国の保育所実態調査」によ

ると、全国の保育所の内、障害児保育を実施してい

る保育所は74.8％であった。運営主体別に見ると、

公立保育所での障害児保育実施している園が83.6％

であるのに対して、私立保育所で実施している園は

66.2％に留まった。幼稚園同様、保育所において

も、私立おける障害児の受け入れが進んでいないと

いう状況を反映した結果でもある（図�）。
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図� 幼稚園における障害児支援項目別実施率の運営種別比較（全国集計）5)



�．わが国における「特別な支援」と「特別な配慮」

について

文部科学省に設置された中央教育審議会（2005）

による答申では「『特別支援教育』とは、障害のあ

る幼児･児童･生徒の自立や社会参加に向けた主体的

な取組を支援するという視点に立ち、幼児・児童・

生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる

力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服する

ため、適切な指導及び必要な支援を行うものであ

る」と定義され、「特別な支援」という言葉が使用

されるようになった7)。特別支援教育の審議の過程

では量と質の問題が審議され、「特別支援」には量

と質の確保が必要であることが明示された8)。そこ

で、重度障害のある幼児・児童・生徒を受け入れて、

教育や保育を行う場合、公立の教育・保育施設では、

加配予算がつくようになった。

これまでの日本の教育や保育現場においては、

「障害」や「問題行動」という言葉が頻繁に使用さ

れてきた。これは、幼稚園や保育所において、障害

児がクラスにいると「通常の教育や保育」の妨げに

なり、教師や保育者の視点から見れば集団を統制で

きない行動をとったり予想外の手間が掛かったりす

る児童の存在そのものが問題であるという意味で

あった。しかし、childrenÕs first（子どもの最善の

利益）を鑑みて、教育や保育の現場で「特別支援」

「特別な配慮」「特別なニーズ」という言葉を使用す

るようになった。実際、幼稚園や保育所等の保育現

場には「障害認定された子ども」いるが、「障害認

定されていない子ども」や「障害がある程度とは認

められないがボーダーライン（グレーゾーン）の子

ども」など様々な配慮の必要な児童もいる。そのた

め、本稿では、「特別な配慮」「特別なニーズ」「特

別な支援」を障害児に限定せずに、保育現場の実態

に即した形で「障害認定されていない子ども」や

「障害がある程度とは認められないグレーゾーンの

子ども」を含む広い意味で使用するものとする。

「特別な配慮」については、様々な定義がある。

本郷 他（2003）は「『対人的トラブルのある』『落

ち着きのない』『ルールを守れない』『状況の順応性

の低い』といった気になる子どもへの配慮」9) と定

義し、高倉 他（2007）は「『障害のある子ども（障

害認定や診断を受けた子ども）』『気になる子ども

（複数の保育者から見て何らかの支援を必要とする

子ども）』への配慮」10) と定義し、竹内ら（2009）

は「発達障害がある幼児や、確定的な診断はないが

発達障害の傾向のある幼児に対する支援」11) と定義

し、長谷川ら（2011）は「障害のある子どもたち、

気になる子どもたち（『話をきけない』『集団の場面

で不適応を起こしやすく、集団活動が苦手』『友達

と遊べない』『落ち着きがない』『他児に対してすぐ

に手が出る』『癇癪やパニックを起こしやすい』『感

情の不安定』など）への支援」12) と定義し、末次

（2012）は「発達障害児とされる子どもへの配慮」13)

と定義している。丸山（2000）や真鍋（2011）は同

じ意味を示す言葉として「特別なニーズ」を用いて

いる14,15)。これまでの先行研究の定義をまとめるな

ら、「特別な配慮」は、障害のある子どもだけでな

く、障害認定されていない子どもも含めた「質的な

教育や保育の対応」であるといえる。

徐々に、身体障害や知的障害に対する理解は、教

育や保育の現場において、かなり浸透しており、児

童発達支援センターや児童家庭相談室、児童相談所

との連携がスムーズにいくケースが増加している。

また、教育施設や保育施設において「重度障害のあ
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図� 保育所における障害児保育実施率の運営種別比較（全国集計）6)



る子ども」を受け入れる場合、特別支援教育支援員

や加配保育者等の予算がつくためマンパワー問題は

多少解決できるかもしれない。しかし、そのような

人員配置が難しい私立の教育施設や保育施設におい

ては、現状の人員のままでの対応の改善を迫られお

り、「軽度の障害のある子ども」や「障害認定がさ

れていないグレーゾーン（ボーダー）といわれる子

ども」には「特別支援」としてのマンパワー確保の

予算は付かない。そのため、予算のつかない「特別

な配慮が必要な子ども」を受け入れて教育や保育を

行う場合、私立はもちろん、公立の教育施設や保育

施設でも、個々の子ども（園児・児童・生徒）の状

況、「特別な配慮」という形で「個別支援」に配慮

した教育や保育等を実践している。

実際、全国の保育所において、障害児保育対象外

児童の内、「ボーダーライン（グレーゾーン）にあ

ると思われる等、特別な支援や配慮が必要な子ども

がいる」と回答した保育所は84.3％であった16)。

しかし、一方で高機能広汎性発達障害や注意欠

陥・多動性障害等の発達障害は、身体障害や知的障

害に比べ外見で分かりにくく、発達年齢の差である

のか障害なのかの区別がつきにくい。山下（2011）

は、発達障害児をもつ親に対してインタビューを行

い、親が子どもの障害を受容することは容易ではな

いことを明らかにしている17)。

また、平成2006年�月から「発達障害者支援法」

が施行され、都道府県単位で「発達障害児・者支援

センター」等が設立され対策も徐々に進んできては

いるが、市町村単位でいえば、診断できる専門医や

発達検査等を実施できる専門相談機関が十分に整

備・普及していない状況も、保育者や保護者の対応

や理解が広がらない一因となっている。

Ⅱ 調査の内容

�．調査の目的

現在、公立の小学校や中学校においては、SSW

（School Social Worker）が配置され、虐待・不登校・

経済問題・障害などの様々な問題に対する相談支援

体制が徐々に確立されつつあり、今後も増員される

見通しである。しかし、保育所や幼稚園は SSW配

置の対象外となっており、基本的には多忙な業務に

加え、保育士や幼稚園教諭が対応を迫られることに

なる。

ベネッセ教育総合研究所（2014）が全国の保育施

設である幼稚園・保育所・認定こども園1,377ヵ所

を対象に教育・保育活動や内容や子育て支援に関す

る実態を明らかにするためにおこなった調査の結

果、保育施設が必要であると認識している研修項目

の内、「特別な支援を必要とする子どもの保育」が、

幼稚園・保育所・認定こども園とも上位に挙がり18)

（表�）、現場の保育士、幼稚園教諭や保育教諭は

「障害児も含んだ特別な支援や配慮を必要とする児
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認定

こども園
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表� 保育者にとって特に必要だと思う研修内容（園の区分別 単位：％）18)

園の保護者へ

の子育て支援

公営

保育所

�位

78.5
園の保護者へ

の子育て支援
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小学校との連

携、接続
70.0

園の保護者へ

の子育て支援

子どもの発達

障害の特性の

理解

60.3

園の保護者へ

の子育て支援

特別な支援を

必要とする子

どもの保育

特別な支援を

必要とする子

どもの保育

幼児（�〜�

歳児）の保育

の内容、方法

59.9

70.9

子どもの発達

障害の特性の

理解

61.6

幼児（�〜�

歳児）の保育

の内容、方法

59.2 子どもの発達 57.9

63.3

特別な支援を

必要とする子

どもの保育

59.2

保護者の心理

的な問題への

対応

57.3

子どもの発達
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55.9 子どもの発達 55.5

55.4
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実技演習
49.6

69.3
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66.8
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65.0 子どもの発達 60.6

特別な支援を

必要とする子
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国公立
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58.7

74.9
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・保護者の心
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への対応



童への保育の必要性やあり方」について強い関心を

示している。

平成27（2015）年�月からの「子ども・子育て新

制度」がスタートしたが、特別な配慮を必要とする

子どもへの教育や保育については、国の柱として位

置づけられていない状況である。

現在、教育・保育に関する各施設では、ソーシャ

ル・インクルージョンの教育や保育が推進されてお

り、各保育所・幼稚園で、障害のある子どもや配慮

のある子どもを受け入れることが求められている。

しかし、保育現場では対応に苦慮しているという声

をよく聞く。そこで、本研究では、幼稚園や保育所

における「障害児保育」「特別な配慮」や「相談体制」

の実態や差異を明らかにすることを目的に調査を

行った。

�．調査方法

（�）調査対象：

�）Ａ県内（�市）の私立12幼稚園の幼稚園教諭

（156名）ならびに私立22保育所の保育士（242

名）：計398名（有効回答297名：74.6％）

�）15幼稚園・15保育園の園長：計30名（100％）

（�）調査方法：質問紙を用いた郵送調査

（全数調査）

（�）調査期間：平成27（2015）年�月22日

〜�月22日

（�）調査項目：

�）基本属性：性別、所属種別、所有資格、年代、

雇用形態、保育者である経験年数

�）実態項目：障害児の受け入れの有無・理由、

専門職・機関との連携体制、園内での相談支

援体制の有無・状況、配慮を要する子どもの

有無、「配慮」とはどの様な事項か、具体的

な子どもの対応策、保護者への対応、家庭と

の連携、保育士養成校との連携 等

（�）倫理的な配慮：日本社会福祉学会の研究倫理

指針に従い、関係者の承諾の下、プライバシー

の保護に務め、個人が特定できないように配

慮した。質問項目については園長会や職員研

修会で協議の上、決定したものを用いた。非

常にハイセンシビリティな内容も含んでいる

ため、調査は無記名で実施し、調査協力は任

意とした。個人を特定できないように各自が

調査票を直接返信用封筒で返送できるよう配

慮し、調査票は厳重に管理した。

（�）調査後の配慮：回収後の調査票は、「個人情報

の遵守」に基づき、閉錠可能なロッカーにて

厳重に管理した。また、調査票は「集計・分

析」が終了次第、シュレッダーにて破棄した。

（�）分析方法：データの集計及び分析に際しては、

統計解析ソフト「SPSS20.0J for Windows」

を用いて、クロス集計の有意性については χ
2

検定を行った。

�．調査結果

（�）基本属性に関するクロス集計

保育所・幼稚園とも基本属性の内、回答者の性別

は 女 性「計 281 人（94.6％）」が 男 性「計 16 人

（5.3％）」よりも圧倒的に多く（表�）、回答者の年

代も20代「計156人（52.5％）」が最も多く、年齢が

高くなるにつれて、職員数は減少していた（表�）。

保育所・幼稚園に勤務する者の内、保育士資格と

幼稚園教諭�種免許の両方を所有するものが70％前

後いた。その他の資格として「小学校教諭免許」が

多く、「社会福祉主事」「児童厚生指導員」「レクリ
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女性

126 (96.2)

計

5 (3.8)幼稚園

297（100）281 (94.6)

表� 回答者の性別 単位：人（％）

16 (5.3)計

男性

166 (100)155 (93.4)11 (6.6)保育所（園）

131 (100)

40歳代

17 (13.0)

計（人）

71 (54.2)幼稚園

14 (8.4)31 (18.7)

50歳代

297 (100)

30歳代

53 (17.8)

表� 回答者の年代 単位：人（％）

156 (52.5)計

20歳代

19 (6.3)69 (23.2)

166 (100)36 (21.7)85 (51.2)保育所（園）

5 (3.8)38 (29.0) 131 (100)



エーション・インストラクター」「認定ベビーシッ

タ−」「子ども音楽療法士」「社会福祉士」等の資格

が挙がった（表�）。

保育所・幼稚園とも基本属性の内、回答者の雇用

形態は正規職員「計185人（62.3％）」が多かった。

しかし、保育所（55.4％）の方が幼稚園（71.0％）

に比べて、正規職員の割合が少なかった（表�）。

（�）配慮の必要がある児童の受け入れ状況

①障害がある児童の有無

保育所22園の内、障害児を受け入れているのは18

園（81.8％）で、幼稚園12園の内、障害児を受け入

れているのは	園（66.7％）で、保育所の方が障害

児を受け入れている割合が高く、χ
2 検定の結果、

�％水準で有意差があった（χ
2＝28.022，df ＝1，

p＜.001）。

保育所や幼稚園で、障害児を受け入れていない理

由として、「教育や保育内容・方針によるため」「バ

リアフリー化に対応できていない」「職員（保育士

や幼稚園教諭）が障害児保育・教育に対応できない」

「マンパワーが確保できない」等が挙げられた。

さらに、障害児を受け入れていない旨について、

入園案内に記載している所は�園もなく、障害児を

受け入れていない説明を実際に行うのは「保護者に

個別で説明している（電話での問い合わせ時や入園

説明会時等）」という回答であった（表
）。

②特別な配慮が必要な児童について

保育所・幼稚園に勤務する者に、担当クラスの状

況を確認した所、「障害のある子ども」「配慮が必要

な子ども（障害認定のない）」とも、保育所の方が

160人（96.4％）多く在籍しており、「全くクラスに

いない」と答えた割合は幼稚園の方が43人（32.8％）

と多く、χ
2 検定の結果、�％水準で有意差があっ

た（χ
2＝9.626，df ＝1，p＜.002）（表�）。

③特別な配慮が必要な子どもの対応について

特別な配慮が必要な子どもがクラスにいると答え

た保育者248人に「対応の苦慮」について確認した

所、「配慮が必要な子どもへの対応に苦慮している」

職員の割合は、保育所（46.3％）の方が少なく、幼

稚園（77.3％）の方が高く、χ
2 検定の結果、�％

未満の水準で有意差があった（χ
2＝22.326，df ＝1，

p＜.000）（表	）。
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幼稚園教諭�種

23 (61.8)

その他資格

81 (61.8)幼稚園

4 (2.4)123 (74.1)

幼稚園教諭専修

63（21.1）

幼稚園教諭�種

49 (16.5)

表� 回答者の所有資格 単位：人（％）【複数回答可】

244 (82.1)計

保育士

6 (2.0)226 (76.1)

21 (12.7)26 (15.7)163 (98.2)保育所（園）

2 (1.5)103 (78.6) 42 (32.1)

19 (6.4)

計：人（％）

93 (71.0)幼稚園 4 (3.1)

59 (35.5) 15 (9.0)

297 (100)

常勤の非正規職員 パ−ト等の非正規職員

表� 回答者の雇用形態 単位：人（％）

185 (62.3)計

正規職員

93 (31.3)

166 (100)92 (55.4)保育所（園）

34 (26.0) 131 (100)

計

8 (66.7)幼稚園

8 (23.5)

4 (33.3)

34 (100)

4 (18.2)

障害児を受け入れていない

表� 障害のある児童の受け入れの有無 単位：人（％）

26 (76.5)計

障害児を受け入れている

22 (100)18 (81.8)保育所（園）

12 (100)

全くいない

10 (59.5)幼稚園

248 (83.5)

88 (67.2)

49 (16.5)

160 (96.4)

配慮を要する児童がいる

表� 配慮の必要がある児童の有無 単位：人（％）

210 (70.7)計

障害のある児童がいる

6 (3.6)132 (79.5)保育所（園）

43 (32.8)



④乳児における配慮を要する事項

乳児に関する配慮事項について166人の保育者に

聞いた所、「身体表現が少ない（114人）」が最も多

く、他に「表情が乏しい（99人）」「食欲がない（66

人）」「視線が合わない（50人）」という項目が多かっ

た。さらに「身体緊張が強い（38人）」「反応が少な

い（25人）」「喃語が出ない（25人）」等、コミュニ

ケーションに関する事項が多かった（図�）。

⑤幼児における配慮を要する事項

幼児の配慮事項について、297人の保育者（保育

士166人、幼稚園教諭131人）に聞いた所、「多動（111

人）」が最も多く、以下順に「こだわりが強い（91

人）」「わがままが多い（90人）」「視線が合わない（84

人）」「独占欲が強い（80人）」などの項目が多かっ

た。さらには「喧嘩が多い（75人）」「集団に入れな

い（29人）」等、子ども同士関係性における行動が

目についた（図�）。

（�）相談支援体制について

①保護者への連絡方法について

配慮を要する事項や行動が乳幼児にあった際に、

保護者に対して保育者297人（保育士166人、幼稚園

教諭131人）が最も多く行っている連絡方法は「送

迎時の立ち話（179人）」であり、次に多い対応順と

して「記録を基に面談する（130人）」「極力早い時

期に面談する（58人）」であった。「なるべく早期に

電話連絡する（50人）」「送迎時の面談（50人）」「連

絡帳の活用（27人）」は少なかった（図�）。

②園内での保護者への相談支援体制確立の有無

保育所・幼稚園の園内にて、保護者への相談体制

を確立しているのは、保育所が22園中17園（77.3％）

で、幼稚園が12園中�園（58.3％）であり、保育所

の方が相談体制を確立できているという割合が多

く、χ
2 検定の結果、�％水準で有意差があった（χ

2

＝6.747，df ＝1，p＜.005）（表�）。
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計

68 (77.3)幼稚園

106 (42.7)

20 (22.7)

248 (100)

86 (53.8)

対応に苦慮していない

表	 配慮が必要な子どもへの対応苦慮の有無 単位：人（％）

142 (57.3)計

対応に苦慮している

160 (100)74 (46.3)保育所（園）

88 (100)

単位：人【複数回答可】

図� 乳児における配慮を要する事項について

単位：人【複数回答可】

図� 幼児における配慮を要する事項について

 

 

 

単位：人【複数回答可】

図� 配慮の必要な児童の保護者への連絡方法



③専門機関との連携について

保育所・幼稚園で、専門職・専門機関等との連携

体制を確立しているのは保育所が17園（77.3％）で、

幼稚園が�園（77.3％）であり、保育所の方が連携

体制を確立できているという割合が多く、χ
2 検定

の結果、�％水準で有意差があった（χ
2＝6.747，

df ＝1，p＜.005）（表10）。

④園内で統一した保護者への相談対応に向けて

配慮を要する乳幼児の保護者への統一した相談対

応に向けて、「職場外研修に一部の職員が参加（172

人）」「職場外研修に全職員が順次参加（50人）」「職

場内研修の実施（141人）」が多かった。また、「障

害の可能性がある」という発言や「専門機関への受

診」等を勧めることで、ラベリングにつながり、状

況によっては保護者との信頼関係に亀裂が生じるの

で慎重になっている等の意見も多く、保護者への対

応について、職員間の意思疎通を園内で模索してい

る状況が浮かび上がった（図
）。

⑤主な相談対応担当者について

相談支援体制を確立していると回答した24園（保

育所17園、幼稚園�園）に「相談支援の主たる担当

者」について確認した所、「園長」が主に担当して

いるのは�園（37.5％）で、「副園長・主任（クラ

ス担当せず業務専業）」が主に担当しているのは�

園（20.8％）で、「主任（クラス担当兼業）」が主に

担当しているのは
園（25.0％）で、「クラス担任」

が主に担当しているのは�園（20.8％）であった。

ただし、全ての園で「クラス担任」が相談窓口と

なっていた。一方、24園中22園で外部の専門機関と

の連携を課題に挙げていたが、�園では外部の専門

機関との連携体制が十分に図られていると回答して

いた。その�つの保育園では保育士と社会福祉士の

両資格を所有している「主任（専業）」が窓口となっ

ていた（表11）。
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計

7 (58.3)幼稚園

10 (25.0)

5 (41.7)

34 (100)

5 (22.7)

相談体制を確立できていない

表
 園内での保護者への相談支援体制確立の有無 単位：人（％）

24 (75.0)計

相談体制を確立している

22 (100)17 (77.3)保育所（園）

12 (100)

計

7 (58.3)幼稚園

10 (25.0)

5 (41.7)

34 (100)

5 (22.7)

連携体制を確立していない

表10 障害等に関する専門機関等との連携の有無 単位：人（％）

24 (75.0)計

連携体制を確立している

22 (100)17 (77.3)保育所（園）

12 (100)

単位：人【複数回答可】

図� 園内で統一した乳幼児の保護者への対応について

3（17.7）

担任 計

3（42.9）幼稚園

副園長･主任（専業）

6 (25.0)

1 (14.3)

24 (100)

3 (17.7)

主任（兼業）

表11 相談支援の対応を行う担当者について 単位：人（％）

9（37.5）計

園長・所長

5（20.8）5（20.8）

17 (100)

1（14.3）

6（35.3）保育所（園）

2（28.6）

5（29.4）

7 (100)



Ⅲ 考察

第�に、保育所の方が幼稚園に比して、非常勤職

員の割合が多いが、「障害児」や「配慮の必要な子

ども」が多く、「配慮が必要な子ども」の対応に苦

慮している割合が少ないという実態が明らかとなっ

た。ただし、各園で個別に配慮した保育ができてい

るかどうか不明である。今後の詳細な分析の中で、

明らかにしていく必要性を感じている。

第�に、保育所の方が幼稚園に比して、「障害児」

を受け入れている割合が多いという実態が明らかと

なった。これは、文部科学省や全国社会福祉協議会

の先行研究調査で明らかになっている結果と同様で

あった。どの様な保育所や幼稚園で障害児保育が可

能かということについては、今回の調査で明らかに

できなかった。

第�に、保育所の方が幼稚園に比して、「障害児」

や「配慮の必要な子ども」が多く、「配慮が必要な

子ども」の対応に苦慮している割合が少ないという

実態が明らかとなった。ただし、受け入れマニュア

ルや職員の意思統一が図れているかどうかについて

は、今回の調査で明らかにできなかった。

第�に、各保育所・各幼稚園で「配慮を要する子

ども」の保護者への連絡を取る場合、「送迎時の立

ち話対応」が多く、送迎時とは別に時間を取って相

談に乗ることができていない状況が明らかとなっ

た。また、相談援助の際に立ち話というのは環境面

からもプライバシー保護という側面からも配慮が不

足している実態が明らかとなった。

第�に、各保育所・各幼稚園で「配慮を要する子

ども」の保護者への対応を模索している状況があ

り、対応のマニュアル化ができていると回答した保

育者は少なく、十分なコンセンサスが園内で図れて

おらず、今後園内での統一した対応が必要な幼稚園

や保育所が多いという現状が明らかとなった。

第
に、各保育所・各幼稚園で「障害児や配慮を

要する児童」を支援する場合、専門機関等との連携

が必要であるが、幼稚園や保育所で連携体制が図れ

ていない現状が明らかとなっており、問題解決を早

期に図ることのできるよう、専門機関との連携体制

の確立が課題である。

第�に、保育所や幼稚園では、各園での相談体制

や方法がバラバラであり、各園が連携する中でより

良い体制や支援方法の在り方を共有する必要がある

と感じている。

第	に、保育所・幼稚園の90％が「相談支援体制

を確立できている」と回答しており、ほとんどの園

で相談支援の窓口を「クラス担任」としていた。主

たる相談担当が、「園長・所長」である園が多い一

方で、主たる相談担当を「クラス担任」が担ってい

るケースもあった。保育所や幼稚園における相談支

援体制の在り方がバラバラである実態が明らかであ

る。幼稚園や保育所が主体的に、保育ソーシャル

ワークの機能を発揮していくのであれば、相談体制

を確立している�つの保育園（保育士と社会福祉士

の両資格を所有している「主任（専業）」が相談窓

口となっている）がモデルになる可能性がある。

しかし、現在、子ども・子育て支援新制度創設に

絡む保育者の在り方の論議から、「幼保連携型認定

こども園」に係る「保育教諭（暫定資格）」がスター

トしており、これまで社会福祉士と保育士の両資格

取得による「施設保育者養成」を目的としている養

成校が年々減少している状況がある。さらには、各

自治体の財源問題から「公立から民間へ」と、保育

所や幼稚園の運営主体の変化により、障害児が入所･

入園できないケースが増加しているという状況もあ

る。ソーシャル・インクルージョンを推進している

社会の中で、他機関との連携や生活や環境支援がで

きる保育者が少ないという調査結果は、現場のニー

ズと保育職員体制が乖離している証拠であり、障害

児への特別支援や特別な配慮が必要な乳幼児への支

援ができる保育者の在り方について早急に論議を進

め、各保育教育現場の体制を確立する必要がある。

Ⅳ おわりに

本調査における幾つかの研究課題について述べて

おく。

今回の調査では、私立の保育所と幼稚園のみが対

象であり、公立は対象となっていなかった。今後の

調査では公立も対象とし、私立との比較が必要であ

ろう。

今回の調査では、幼稚園と保育所のみしか対償に

できていない。実際には、2015年�月からは「子ど

も・子育て新制度」がスタートしたが、今後も幼保

連携型認定こども園や小規模保育事業所がますます

増加することを鑑みれば、今後は認定こども園や小

規模保育事業所も対象に調査を行っていく必要があ

る。
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また「配慮を要する子ども」という言葉で一括り

にしているが、個々の子どもに高い個別性があり、

誕生日等の月齢で発達に差があることを考慮してお

かなければならない。
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